
対象期間：2018年度（2018年4月1日～2019年3月31日）

対象範囲：三菱UFJリース株式会社

※一部、対象期間外の活動も含まれています。

     （一部、グループ会社の内容を含む箇所があります。）
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経営理念

<取締役会の評価と結果の開示>

当社では、コーポレートガバナンスの強化を図るため、取締役会への助言機関として経営評議会を設置し定期的に開催しています。

経営評議会は、代表取締役、常勤監査役、社外取締役、社外監査役を構成員とし、取締役会に関する事項についても幅広く意見を交

換しています。そのなかで寄せられた取締役会の実効性を高めるための助言を含め、当社の取締役会を分析・評価し、確認された課

題に対しては対策を検討・実施することで継続的な改善を進めています。

2018年度の取締役会評価結果の概要は以下のとおりです。

1. 社外役員に対する情報提供について継続的に工夫がなされ、情報量も増えている。理解が深まり、実質的で活発な議論に繋がって

いる。

2. 監査役からの提言に対して執行側が確り応えている。

3. 各事業部門のビジョンや社内における議論の経過を踏まえた審議が一層行われるよう、議案の説明方法には今後も工夫をお願いし

たい。

以上の評価を受けとめ、引き続き取締役会の実効性の向上に取り組んでまいります。

＜取締役会の全体としての知識・経験・能力のバランス、多様性および規模に関する考え方＞

当社の取締役会は、金融、商社、メーカー等、多様な業種・業界出身の取締役で構成され、かつ、このような多様性を確保するため

に相応しい規模の員数としています。

現在、当社には女性および外国籍の取締役はおりませんが、豊富な国際業務経験を有する取締役を複数選任しています。また、ジェ

ンダーにおける多様性についても経営課題の一つとの認識のもと引続き対応を検討してまいります。

各取締役には、それぞれの経験に裏打ちされたスキル・能力を存分に発揮し、あらゆる角度から、高い識見を活かした経営監督を実

践して頂くことを期待しています。

方針

コーポレート

ガバナンス

取締役・取締役会

お客さま、株主さま、社員からの信頼に応え、豊かな社会の実現に貢献します。

・お客さまにベストソリューションを提供し、企業価値の持続的向上に努めます

・法令を遵守し、環境に配慮した企業活動を通じ、地域・社会の発展に貢献します

・社員一人ひとりが意欲と誇りを持って活躍できる環境を提供します

＜基本的な考え方＞

会社の持続的な成長と中長期的な企業価値の向上を図ることに主眼を置きつつ、透明かつ健全な経営を行うことが社会的責任の一つ

と認識し、株主様、お客様、地域社会、従業員など当社を取り巻くすべてのステークホルダーの方々の権利・利益を尊重し、その信

頼にお応えしながら、豊かな社会の実現に貢献するよう努めています。かかる社会的責任を果たすため、当社は、取締役会の活性

化、監査役会及び内部監査制度の充実、適時適切な情報開示、並びに投資家向け広報活動（IR活動）の活発化等により、コーポレー

ト・ガバナンスの充実に向けた取り組みを継続的に進めています。

＜基本方針＞

・株主様の権利・平等性の確保

・すべてのステークホルダーとの適切な協業

・適切な情報開示と透明性の確保

・取締役会の責務

・株主様との対話

ガバナンス

参照（当社ホームページ）

＜取締役会の内容＞

当社の取締役会は、定時開催（2018年度は年9回）の他、必要に応じて臨時取締役会（2018年度は1回）も機動的に開催し、法令お

よび定款に定められた事項並びに経営上の重要事項を審議・決定しています。なお、社外取締役は、豊富な経営経験を活かし、それ

ぞれの視点から、取締役会の適切な意思決定および経営監督の実現に貢献しています。

2018年度は、国内外の重要な投融資案件や事業部門ごとの戦略、課題等の重要事項を審議・決定しました。

また、経営の意思決定・監督の機能強化と業務執行の機能を分離して、その役割と責任を明確にし、取締役会機能の一層の充実・活

性化を図るために、執行役員制度を導入しています。なお、2019年6月25日以降の取締役は社外取締役4名を含む9名、執行役員は取

締役との兼務4名を含む37名です。

当社は取締役会決定の経営基本方針に基づき、具体的執行方針を立て、業務執行の統制を行うための協議決定機関として常務会を設

置し、原則として毎週1回開催しています。

また、コーポレート・ガバナンスの強化を図るため、取締役会への助言機関として経営評議会を設置しています。経営評議会の構成

は、代表取締役3名、常勤監査役3名、社外取締役4名、社外監査役3名です。取締役会長が議長をつとめ、取締役社長の指名および取

締役の報酬等を含むガバナンス上の諸事項について事前に説明し助言を得たうえで取締役会で審議しています。

下記ページ内の「コーポレートガバナンスに関する報告書」へ掲載

https://www.lf.mufg.jp/corporate/governance/index.html
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箕浦 輝幸 徳光 彰二

拝郷 寿夫 安田 正太

小島 喜代志 中田 裕康

吉田 真也 皆川 宏

林 尚見 ※2018年6月の定時株主総会で、当社の取締役または監査役に就任して以降

固定報酬

（基本報酬）

業績連動報酬

（賞与）
ストックオプション その他

取締役（社外取締役を除く） 370 241 64 61 3 11

監査役（社外監査役を除く） 66 66 - - - 4

社外役員 97 97 - - - 11

参照（当社ホームページ） https://www.lf.mufg.jp/investors/library/security-report/index.html

報酬

報酬等の総額

（百万円）

https://www.lf.mufg.jp/investors/meeting/index.html

取締役（社外取締役を除く。以下同じ）の報酬等は、原則として、基本報酬（固定報酬）、年次イン

センティブ報酬（業績連動報酬）および中長期インセンティブ報酬により構成され、年次インセン

ティブ報酬については賞与として金銭を支給し、中長期インセンティブ報酬については株式報酬型ス

トックオプションを付与することにより支給しています。

業績連動報酬以外（基本報酬および株式報酬型ストックオプション）と業績連動報酬（賞与）との比

率を、概ね、1.3：0.3とする（基本報酬、株式報酬型ストックオプション、賞与の比率を、概ね、

１：0.3：0.3とする）ことを基本としつつ、個別の取締役ごとの役割や職責等を総合的に考慮して決

定することとしています。

株主総会の決議により、報酬等の額は基本報酬と賞与の合計で年額480百万円以内、株式報酬型ス

トックオプションの付与に係る報酬等の額は年額150百万円以内とされています。取締役会では、報

酬等の決定方針と決定方法を慎重に審議しています。基本報酬と賞与の具体的な支給額については、

株主総会で決議された上限の範囲内でその決定を代表取締役社長に一任しており、株式報酬型ストッ

クオプションについては、各取締役に付与する新株予約権の個数を取締役会において決議していま

す。

当社は、役員報酬に関して一層の透明性・客観性ある手続きを行うため、2019年度より新たに設置

した経営評議会（代表取締役と社外取締役および社外監査役が出席）において、社外取締役および社

外監査役に事前に説明し助言を得たうえで取締役会で審議すること、また、個別の報酬額について事

後に報告し検証を行うこととしています。

10回（100%）

10回（100%）

8回  （100%※）
10回  （100%）

＜取締役の選任＞

当社は、取締役の選任方法等について定款に定め、その内容を開示しています。

参照ウェブサイト

構成

10回（100%）

コーポレート

ガバナンス

取締役・取締役会

＜基本方針＞

当社の役員報酬は、事業戦略の遂行を通じて、企業価値を増大させることを目的とし、役員のインセンティブにも考慮して決定する

こととしています。また、報酬の水準は、中長期の企業価値の増大および短期の業績向上の双方の観点から、市場水準も踏まえて、

各役員の役割と職責に相応しいものにすることとしています。

22名

1年

会長

選任している

4名

2名

10回（内、定時株主総会後8回）

社外監査役社外取締役・社外監査役の

出席状況

取締役（社外取締役を除く）が、担当または駐在地の変更を伴う異動により、自宅と離れた地域に居

住する必要が生じた場合、当社は、当該取締役に対し、適当な物件を社宅として提供することとして

います。当社が社宅を借り上げることに要する１か月あたりの賃料の総額と、取締役より徴収する１

か月あたりの社宅料の総額との差額は、月額２百万円以内です。

監督機能の実効性確保の観点からインセンティブ報酬である賞与および株式報酬型ストックオプショ

ンは支給せず、基本報酬のみの構成としています。

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる役

員の員数

（人）

当社ホームページ内の「招集ご通知」にて開示しています。

比率

報酬等の額

非金銭報酬等

社外取締役

https://www2.tse.or.jp/disc/85930/140120170615407250.pdf

男性9名、女性0名

9回  （90%）

10回（100%）

定款上の取締役の員数

定款上の取締役の任期

取締役会の議長

取締役の人数

社外取締役の選任状況

社外取締役の人数
社外取締役のうち独立役員に指定されている人数

2018年度 取締役会開催回数

7回  （87%※）

社外取締役

役員区分ごとの報酬等の総額

7回  （70%）
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社外役員の

独立性判断基準

社外監査役の出席状況
各社外監査役の出席状況は以下当社ホームページにて開示しています。
https://www.lf.mufg.jp/investors/meeting/index.html

監査役・監査役会

環境委員会

コンプライアンス委員会

情報開示委員会

参照（当社ホームページ）

3名

1名

定款上の監査役の員数

監査役の人数 6名

選任している社外監査役の選任状況

当社は、会社法第362条第４項第６号、同第５項、会社法施行規則第100条第１項および同第３項の規定に則り、「業務の適正を確保

するための体制」を決議しています。詳細については下記へ掲載しています。

システム委員会

東京証券取引所など国内の金融商品取引所が定める独立役員の要件に加え、本人の現在および過去3事業年度における以下(１)～(６)

の該当の有無を確認し、本人の客観的、実質的な独立性も考慮した上で、独立性を判断しています。

(１)当社の主要株主（総議決権の10％以上を保有する者）またはその業務執行者※1

(２)当社の定める基準を超える借入先※2の業務執行者

(３)当社の定める基準を超える取引先※3の業務執行者

(４)当社より、役員報酬以外に1事業年度当たり1,000万円を超える金銭その他の財産上の利益を得ているコンサルタント、弁護士、

   公認会計士等の専門的サービスを提供する者

(５)当社の会計監査人の代表社員または社員

(６)当社より、一定額を超える寄附※4を受けた団体に属する者

※1：業務執行者とは、業務執行取締役、執行役、執行役員その他の使用人等をいう。

※2：当社の定める基準を超える借入先とは、当社の借入額が連結総資産の2％を超える借入先をいう。

※3：当社の定める基準を超える取引先とは、当社との取引が当社或いは取引先の連結売上高の2％を超える取引先をいう。

※4：一定額を超える寄附とは、1事業年度あたり1,000万円を超える寄附をいう。

なお、上記(１)～(６)のいずれかに該当する場合であっても、当該人物が実質的に独立性を有すると判断し、独立役員として東京証券

取引所など国内の金融商品取引所に届け出た場合には、社外役員選任時にその理由を説明・開示します。

ALM委員会

内部統制

各種委員会

コーポレート

ガバナンス

https://www.lf.mufg.jp/investors/library/security-report/index.html

設置している

員数の上限を定めていない

＜監査役会の内容＞

当社は監査役会を設置し、取締役の業務の執行につき、公正なる監督機能の徹底に努めています。監査役会は6名の監査役で構成され

ており、うち3名は社外監査役です。社外監査役には、豊富な知見や経営経験等を活かし、それぞれの視点から監査を行うことによ

り、当社経営の健全性確保に貢献頂いています。

<監査役の報酬＞

監査役の報酬については、監査の公正性確保の観点からインセンティブ報酬である賞与および株式報酬型ストックオプションは支給

せず、基本報酬のみの構成としています。株主総会の決議により、報酬額は年額120百万円以内としています。各監査役の報酬額に

ついては、監査役の協議により決定することとしています。

10回

2018年度開催回数：4回

2018年度開催回数：4回

2018年度開催回数：4回

社外監査役の人数
社外監査役のうち独立役員に指定されている人数

監査役会の設置の有無

リスク管理委員会

監査役会開催回数

常務会の諮問機関として、「リスク管理委員会」「環境委員会」「システム委員会」「ALM委員会」「コンプライアンス委員会」

「情報開示委員会」を設置しています。

2018年度開催回数：5回

2018年度開催回数：1回

2018年度開催回数：2回
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方針

参照（当社ホームページ）

プロジェクトや事業への投資を検討する際には、投資先や事業環境の変化等により投資資産の価値が

変動するリスクを慎重に検討し、リスクに応じた適切なリターンの確保に努めています。また、案件

単位での期中管理に加え、ポートフォリオ状況のモニタリングを行い、投資リスク量を定期的に計測

しています。投資リスクの状況は、リスク管理委員会に報告し、管理する体制としています。

グループ全体の資金管理状況を把握するとともに、長短の調達バランスの適正化や資金調達手段の多

様化を進めることで、資金調達の安定化を図っています。また、コミットメントラインの取得をはじ

めとした緊急時の流動性補完対策を講じることで、資金の流動性を確保しています。流動性リスクの

ステージ判定結果などは、リスク管理委員会、ALM委員会に報告し、管理する体制としています。

情報システムについて、誤作動や停止の異常、外部からの不正アクセスやコンピュータウイルスの侵

入、サイバー攻撃などを検知し、トラブルを未然に防止する管理体制を講じています。また、情報セ

キュリティや事務管理にかかる社内教育も継続的に実施しています。さらに、コンプライアンスを経

営の最重要課題の一つとして位置づけ、高い倫理観をもって社会規範などに従って業務活動を行うと

ともに、コンプライアンスに関する継続的な教育や不正行為の未然防止を図る対策を講じています。

オペレーショナルリスクの状況は、リスク管理委員会、コンプライアンス委員会に報告し、管理する

体制としています。

リスク

マネジメント

主なリスクに

関する管理体制

マネジメント

投資リスク

リスクマネジメント統括部所管役員

ビジネスモデルの進化や事業領域の拡大、ESGに対する関心の高まりなどにより当社を取り巻くリスクの多様化・複雑化が進む中、

様々なリスクを適切に認識し、的確にコントロールを行う必要性が一段と高まっています。当社では、それぞれのリスクの内容に応

じた管理体制を構築し、リスク顕在化の未然防止、発生時の損失やダメージの極小化に努めています。

当社では、経営の健全性維持と収益性向上を実現することで持続的な成長を図るため、“統合リスク管理”の枠組みを組み込んだ業務

運営を行っています。具体的には、アセットやビジネスの特性に応じたリスク評価手法により各種リスクを定量化した上で、当社の

リスク資本管理方針に基づき、各リスクカテゴリーにリスク資本を配賦し、リスク許容度の範囲内で合理的なリスクテイクを行う体

制としています。こうしたリスク管理の枠組みとともに、リスク資本の使用状況や各種ポートフォリオの状況について定期的にモニ

タリングを行い、リスク管理委員会、常務会および取締役会に報告し、取締役会が管理することで、社内におけるリスクに関するコ

ミュニケーションの充実および適切な対応に努めています。また、複数のシナリオに基づくストレステストを実施し、リスク耐久力

に対して多面的な検証を行っています。

個別案件の検討にあたって、取引先の信用状況やカントリーリスクを踏まえ、リスクに基づく適切な

リターンの確保に努めています。また、ポートフォリオ全体として、リスク分散を考慮した与信運営

に取り組むとともに、信用リスク量を定期的に計測しています。信用リスクの状況は、リスク管理委

員会に報告し、管理する体制としています。

オペレーティング・リースなどの個別案件の検討にあたり、将来の物件価値を慎重に見極め、リスク

に基づく適切なリターンの確保に努めています。また、ポートフォリオ全体として、リスク分散を考

慮するとともに、アセット価値の変動リスク量を定期的に計測しています。アセットリスクの状況

は、リスク管理委員会に報告し、管理する体制としています。

ALM（資産・負債の総合管理）により、金利のミスマッチ状況をモニタリングし、金利変動リスクを

管理しています。また、金利・為替・有価証券価格の変動に係る市場リスク量を定期的に計測してい

ます。市場リスクの状況は、リスク管理委員会、ALM委員会に報告し、管理する体制としています。

統括責任者

信用リスク

アセットリスク

https://www.lf.mufg.jp/corporate/governance/riskmanagement.html

市場リスク

危機管理体制

「危機管理規程」「災害対策規程」および対応マニュアルを整備し、自然災害、人為災害、事故などによる経営への影響を最小限に

とどめるよう配慮しています。さらに、東日本大震災を教訓として、実践的なBCPを整備し、訓練に取り組んでいます。

流動性リスク

オペレーショナルリスク
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＜腐敗防止基本方針＞

三菱ＵＦＪリースグループは、日本の刑法、国家公務員倫理法および不正競争防止法、米国海外腐敗行為防止法（Foreign Corrupt

Practices Act）、英国贈収賄防止法（Bribery Act）、中国商業賄賂規制をはじめ、当社グループの事業を遂行する国・地域に適用さ

れる贈収賄の禁止に関する法規制を遵守し、社会の疑惑や不信を招くような賄賂の授受を禁止します。

また、当社グループのすべての役職員は、以下を遵守します。

 

(1) マネーロンダリング、横領、司法妨害など、すべての形態の汚職行為を行いません。

(2) 日本および外国の公務員並びにこれらに準ずる者に対しては、法令などを十分理解し、社会の疑念や不信を招くような接待・

     贈答や、不正な利益を得ることを目的とした金銭その他の利益供与を致しません。

(3) 取引先などとの接待贈答について、社会的常識や健全な商習慣から逸脱したものは、授受しません。

(4) 会社での立場・権限を利用して、取引先などから私的利益を図るような要求は行いません。

さらに、当社グループが関わる事業における贈収賄を排除し、公正な事業遂行を確保するため、当社グループのお取引先に対して

も、贈収賄の禁止に関する法規制の遵守および当社グループの基本方針へのご理解およびご協力をお願い致します。

参照（当社ホームページ）

参照（当社ホームページ）

＜社内体制＞

当社のコンプライアンス体制は、全社のコンプライアンス体制の構築・運営の統括責任者であるチーフ・コンプライアンス・オフィ

サー（CCO）の指揮のもと、法務コンプライアンス部が社内体制の企画立案・総括、各部門・グループ会社への指導・監督、コンプ

ライアンス違反行為に対する是正指導等を行っています。ホットライン通報等をきっかけにコンプライアンス違反事案が表面化した

場合には、法務コンプライアンス部が事務局となり、経営トップへの迅速な報告、企業としての社会的責任の遂行、被害拡大の防

止、再発防止の徹底を基本方針とし、対応してまいります。コンプライアンス違反の内容によっては第三者機関の活用による調査を

行うことも検討し、発生に至った原因を究明し、再発防止を検討・実施するとともに、社員教育の再徹底を行い、コンプライアンス

意識の醸成に努めてまいります。

＜三菱UFJリースグループ倫理綱領・行動規範＞

倫理綱領

三菱UFJリースグループとして共有すべき基本的な価値観や倫理観を定め、グループの役員・社員等の基本的な指針としています。

1.信頼の確立

2.お客さま本位の徹底

3.法令等の厳格な遵守

4.人権および環境の尊重

5.反社会的勢力との対決

行動規範

三菱UFJリースグループの一員として、以下の事項を念頭において行動しています。

1.信頼の確立

（1）高い倫理観に基づく誠実な執務（2）守秘義務・情報管理の徹底（3）適正な会計処理と情報開示

2.お客さま本位の徹底

（1）誠実で節度ある対応（2）適合性原則の遵守と説明義務の徹底（3）意思確認の徹底

3.法令等の厳格な遵守

（1）法令等の遵守（2）不公正な取引の禁止（3）知的財産権の尊重（4）公私混同の禁止

4.人権および環境の尊重

（1）人権の尊重（2）働きやすい職場環境の醸成（3）環境への配慮

5.反社会的勢力との対決

（1）反社会的勢力との対決（2）マネーローンダリングの防止

https://www.lf.mufg.jp/corporate/governance/compliance.html

コンプライアンス

https://www.lf.mufg.jp/corporate/governance/compliance.html

https://www.lf.mufg.jp/corporate/governance/compliance.html

マネジメント

＜反社会的勢力に対する基本方針＞

当社では以下の反社会的勢力に対する基本方針を定め、役職員一同これを遵守することにより、業務の適切性と安全性の確保に努め

ています。

1.組織としての対応

2.外部専門機関との連携

3.取引を含めた一切の関係遮断

4.有事における民事と刑事の法的対応

5.裏取引や資金提供の禁止

参照（当社ホームページ） https://www.lf.mufg.jp/corporate/governance/compliance.html

＜社員へのコンプライアンス意識向上教育＞

当社では社内コンプライアンス教育として、国内外のグループ会社を含めた役員・社員等に定期的に研修を行い、合わせてe-ラーニ

ングによる年2回のセルフチェックを実施しています。

研修は、新入社員、新任管理職やコンプライアンス推進委員など、それぞれの業務に必要な知識を養うことを目的として階層別に開

催し、グループ会社では、各社の属する業界での専門性や、海外の法律、習慣を踏まえた社員教育を実施しています。

セルフチェックでは、行動規範や金融業務に関連する法令（「貸金業法」・「金融商品取引法」・「インサイダー取引規制」・「反

社会的勢力に関する対応」・「マネーローンダリング／テロ資金供与対策」等）を幅広く取り上げています。チェックの結果は、そ

の後の社内研修、教育に反映させ、コンプライアンス態勢の強化に取り組んでいます。（国内：約3,000名、海外：約400名・13拠

点が受講。）

参照（当社ホームページ）

方針

方針
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19件 2件

12件 4件 0件

5件 0件

セクハラ・マタハラ等ホットラインへの相談件数

（詳細はP9をご参照ください）

コンプライアンス・ホットラインへの相談件

数

＜コンプライアンス委員会＞

チーフ・コンプライアンス・オフィサーのもと原則年4回「コンプライアンス委員会」を開催し、コンプライアンス状況を継続的に点

検・監査・確認しています。

＜内部通報制度＞

三菱ＵＦＪリースグループでは、役員・社員等が不正行為等を報告・相談する内部通報制度として、「コンプライアンス・ホットラ

イン制度」を定めています。

「コンプライアンス・ホットライン制度」では役職員が安心して報告・相談できる窓口として「①法務コンプライアンス部長また

は、法務コンプライアンス部長があらかじめ指名した者」「②常勤監査役」「③社外弁護士」「④外部相談窓口」を設けています。

「外部相談窓口」に関しては匿名の報告・相談も受け付けています。

なお、お取引先等外部ステークホルダーの皆さまからの報告・相談につきましては、当社HPの「お問い合わせ」窓口にて受け付けて

います。

（相談・通報の対象）

役員・社員等のあらゆる法令違反行為、社内規程違反行為および倫理綱領違反行為またはそのおそれがあると思われる行為を指しま

す。

・顧客の利益の保護に影響を及ぼすこと

・環境の保全に影響を及ぼすこと

・独占禁止法違反等公正な競争の確保に影響を及ぼすこと

・国内・海外の公務員等に対する賄賂等、不正な利益の供与に関すること

・その他法令違反・規則違反等不適切な行為や社会正義に反すること

報告・相談を行った役員・社員等に対しては、報告・相談を行ったことを理由とした、不利益な取り扱いを禁止しています。

参照（当社ホームページ）

https://www.lf.mufg.jp/corporate/governance/control.html

https://www.lf.mufg.jp/policy/index.html

＜倫理綱領・行動規範の遵守およびコンプライアンス違反調査の仕組み＞

当社は「三菱UFJリースグループ倫理綱領・行動規範」の遵守につき、定期的にセルフチェックを用いて確認しています。

なお、直近調査において公表すべき重要なコンプライアンス違反は0件でした（2018年4月1日～2019年3月31日迄）。

また、本綱領・規範については、2019年3月にレビューを行った結果、見直しはありませんでした。今後も本綱領・規範を遵守する

とともに、定期的に見直しを行ってまいります。

ハラスメント マネジメント コミュニケーション

コンプライアンス その他

（コンプライアンス・ホットラインおよびセクハラ・マタハラ等ホットラインへの通報・相談件数 内訳）

コンプライアンス

実績

＜腐敗防止基本方針違反に起因する従業員の解雇＞

腐敗防止基本方針に抵触した解雇件数は０件です。

＜腐敗に関連する罰金等＞

腐敗に関連して自社に発生した罰金、罰則、和解のために要した費用は0円です。

マネジメント

＜個人情報保護＞

「個人情報保護方針」「個人情報保護規則」「個人情報保護マニュアル（社員教育用）」を整備し、お客さまの個人情報については

適切に取り扱っています。

＜贈収賄禁止の徹底＞

「接待・贈答に関する取扱規程」を制定し、社員には研修や定期的なeラーニングにより規程への理解度向上、周知徹底を行っていま

す。

＜情報セキュリティ＞

「情報セキュリティ管理規程」および各種マニュアルによって、情報の利用・管理・廃棄のルールなどを定め、厳重なセキュリティ

体制を確立しています。

また、定期的に情報セキュリティ監査や全社員を対象とした理解度チェックを実施しています。

加えて、組織横断型チーム“MUL-CSIRT”を設置し、サイバー攻撃への事前防御・発生時対応等のセキュリティインシデント対応体制

を整備しています。

参照（当社ホームページ）
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方針

環境教育

環境事故・法令違反件数

リデュース

環境マネジメン

ト

ISO14001

環境に関する監査

リユース

リサイクル

マネジメント

環境方針を記した「環境方針カード」を全社員が携帯するほか、3ヶ月ごとに「環境かわら版」を配信してさまざまな環境情報を紹介

し、環境意識の向上を図っています。また、リース終了物件処理業務や、「建設リサイクル法」「土壌汚染対策法」「大気汚染防止

法」の対象物件処理業務などの環境に密接に関連する業務に従事する社員には、特別な教育や訓練を行っています。

＜環境方針＞

1.リース事業を通じて経済的目標を達成するとともに、全ての事業活動において環境保全を推進する。

2.環境目標の設定・見直し及びマネジメントレビュー等を通じてシステムの継続的改善を図り、環境パフォーマンスを向上させる。

3.以下の通り汚染を予防し、環境保護に努める。

（1）省資源、省エネルギー、廃棄物の低減等に取組み、効率の向上、コストの削減を図る。

（2）リース終了物件処理等においては、廃棄物の減量化と資源リサイクル及びリユースを推進する。

4.関係する法規制及びその他の要求事項を遵守する。

環境マネジメントシステム

責任機関

生物多様性への

取り組み

＜廃棄物処理および委託会社の選定＞

リース終了物件の3Rを徹底し廃棄物を削減するとともに、リユースできない物件は「廃棄物処理法」などの法令・条例を遵守して適

正に廃棄しています。また、PCB（ポリ塩化ビフェニル）使用物件の廃棄は「PCB特別措置法」に則り適正な廃棄処理を行っていま

す。

廃棄物処理委託に際しては、環境保全への協力要請はもちろんのこと、委託会社の財務状況や保有設備、リサイクル率、法令遵守な

どを厳格にチェックし、選定後も定期的に現地調査を実施して運用状況を確認しています。

＜森林・林業再生プロジェクト＞

日本の森林再生とビジネスの共生を実現するため、岐阜県森林組合連合会などと共同で「森林・林業再生プロジェクト」を実施して

います。

GHG排出量を削減する長期の

定量的な目標

地球温暖化防止に向け、2020年度において温室効果ガス排出削減にかかる中長期目標（本社1㎡当り

の電気使用量2009年度比25%削減）を設定しています。

※基準年（2009年）の基準値：96.16kWh/㎡

取締役会による気候変動への監督

気候変動への対応として、ISO14001のEMS体制におけるマネジメントレビューにて、環境活動の評

価・今後の方向性について指示を行っています。また、取締役会の主要メンバーである社長、副社長

他役員が参加する「環境委員会」を年1回開催しています。環境委員会は、年度の環境活動を常務会

に報告するとともに、活動の評価および今後の方向性についての指示を受けています。

＜生物多様性に係るガイドライン＞

生物多様性の保全に貢献するため、「事業活動を通じた取り組み」と「オフィスワークなどにおける取り組み」で構成する「生物多

様性に係るガイドライン」を定めています。「事業活動を通じた取り組み」ではリース終了物件の3R（リデュース、リユース、リサ

イクル）、中古機器売買事業、環境・エネルギー関連事業などを推進しています。また、「オフィスワークなどにおける取り組み」

では、森林生態系保全につながるFSC認証紙の使用、コピー・紙・電気の使用量削減、グリーン調達、エコドライブの推進などによ

り、資源の有効活用や廃棄量の低減に努めています。

＜3Rの促進＞

リースビジネスを通じて循環型社会の実現に貢献するため、リース終了物件のリデュース（廃棄物の低減）、リユース（中古品とし

て活用）、リサイクル（再資源化）の3Rを推進しています。

環境

代表取締役社長

環境委員会

環境マネジメントシステムの国際規格であるISO14001認証を2001年に取得。2018年に「第6回更新

審査」を受審し、登録の更新が承認されました。

上記のISO登録事業所を対象に内部監査を行い、当社の環境マネジメントシステム（EMS)の規定通り

に業務が実施されているかを確認しています。2018年度に実施した監査では「重大な不適合」、

「軽微な不適合」等の指摘事項はありませんでした。

登録事業所：

三菱UFJリース本社、MULビジネス本社、MULエコビジネス東京事業所

0件

最高責任者

再リース、中古品として販売

原材料として再利用

再リースや転売による製品使用期間の延長により廃棄物を削減
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単位 基準値 実績 単位 実績

1m2あたり

（kWh）
107.0 81.2 ｋWh 2,235,953

1人あたり

（枚）
1,849 775 枚 1,488,036

1人あたり

（枚）
10,382 7,918 枚 15,188,098

1m2あたり

（kgCO2）
43.15 38.43 － －

1台あたり

（kgCO2）
2,414.75 1,413.90 － －

km/リットル 11.7 16.3 － －

％ － 75.2 － －

tCO2 － 191.88 － －

tCO2 － 1,058.50 － －

VA物件等の

取得推進

単位 2018年度

台 132

低排出ガス車 台 31

ハイブリッド車 台 101

単位 2018年度

百万円 69

百万円 399

百万円 15

百万円 60

その他
金融行動原則への

署名

※1 当社および関係会社2社（ＭＵＬビジネス、ＭＵＬエコビジネス）

https://www.lf.mufg.jp/pdf/corporate/envdata.pdf

管理活動コスト※3
環境マネジメントシステム維持運営費用、

コーポレートレポート作成費用他

引揚機の処分費用

※3 当社単体  ※4 関係会社2社（MULビジネス、MULエコビジネス）

※5 関係会社1社（MULエコビジネス）

＜主な取り組み内容＞

中古部品売却額（MULエコビジネス）※5

2018年度

総量

環境データ

公害防止（エコカーリース料）

営業車両の燃費※1

グリーン調達比率※1

原単位 2019年度目標

※2 当社単体

総数※2

営業車両のすべてに低公害車を導入しています。

電気使用でのCO2排出量※1

ガソリン使用でのCO2排出量※1

参照（当社ホームページ）

金融機関の主体的な取り組みによる「持続可能な社会の形成に向けた金融行動原則（21世紀金融行動原則）」に、2011年11月策定

当初より署名しています。21世紀金融行動原則は、持続可能な社会づくりに向けた金融行動に最善の努力を行う等を掲げた7項目お

よびこの原則を実践するための業務別ガイドラインからなります。今後も環境や社会に配慮する取り組みを本原則に基づき、積極的

に実践していきます。

営業車両のCO2排出量※1

（スコープ1:直接的温室効果ガス排出量）

電気使用でのCO2排出量※1

（スコープ2:間接的温室効果ガス排出量）

上・下流コスト※4

（内訳）

環境保全に伴う

経済効果

事業エリア内コスト※3

基準値（2008年～2010年度の

平均値）から10％の削減

環境データ

基準値（2008年～2010年度の

平均値）から10％の削減

資産価値が劣化しにくく、長期的に使用できるVA(Value Asset)物件を積極的に取得し、廃棄物の削減と環境負荷の低減を図ってい

ます。

紙使用量※1
基準値（2008年～2010年度の

平均値）から3％の削減

基準値（2008年～2010年度の

平均値）から10％の削減

基準値（2009年～2010年度の

平均値）を超えない

燃費の改善：基準値（2009年

～2010年度の平均値）以上

グリーン調達の推進

－

－

総エネルギー投入量※1

（電気使用量の集計）

コピー用紙使用量※1

分類 主な取り組み

低公害車の

導入実績

環境保全コスト
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方針

1,317人 男性 781人 女性 536人

37.0歳 男性 38.6歳 女性 34.7歳

12.8年 男性 14.0年 女性 11.0年

97人

2.05%

50人

42人 男性 42人 女性 0人

241人 男性 213人 女性 28人

15.04時間／月

67.1%

6.9%

12.9時間／年

2016年度 2.90% 2017年度 3.50% 2018年度 3.59%

（2019年4月入社）

月俸嘱託社員を除く

2019年3月31日時点

臨時雇用者数

従業員数

フルタイム従業員離職率

有給取得率

平均年齢

障がい者雇用率

＜人材育成の基本方針＞

中期経営計画の基本方針に掲げる”金融と事業の融合”を推し進めるには、リース・ファイナンス機能の高度化に加えて、「事業/産業

に特化した専門性」を強化し、プロフェッショナル集団へ進化することが求められます。斯かる環境下、当社では理想とする人物像

として次の５つを定めています。

【求める人材像】

1.顧客本位

 顧客の経営課題・ニーズを察知の上、提携パートナーとしての協業も視野に、国内外の顧客と強固なリレーションを構築

2.プロフェッショナリズム

 MULならではの価値提供に向けて、プロの自覚と責任を持ち、自らの適性に応じた専門特性を深化し続ける

3.創造と変革

 高付加価値の提供・生産性向上に向けて、新たなビジネスの創造と絶え間ない変革を追求する

4.リーダーシップ

 組織のミッション完遂に向けて、規範となる行動と責任ある決断による強力なリーダーシップを発揮する

5.人材開発

 中長期のキャリア開発支援に向けて、多様な人材が活躍可能な環境を整備するとともに、公平な評価/適切な育成を遂行する

これらの人材を育成する為、三菱UFJリースグループは、社員一人ひとりがより成長し、適性に応じた専門性を身に付けることができ

る教育体系を整え、人材育成に努めます。

＜内部通報・相談窓口＞

職場内や業務上におけるセクシュアルハラスメントやパワーハラスメントなどのハラスメント行為や差別、人権侵害に関する相談窓

口を社内外に設け、社内およびお取引先からの相談を受け付けるとともに、これらの行為を許さず、防止する体制を整えています。

各種の通報・相談を受け付ける窓口を設けることで、問題の早期顕在化と防止を図っています。

＜人権侵害の申立＞

職場内外でのセクハラ、マタハラ等を含む、人権侵害に関する申し立ては3件です（内部通報・相談窓口への通報・相談を含む）。

三菱ＵＦＪリースは、企業理念の実現やグローバルでの事業展開をする上で、人権、労働への配慮は重要な課題と認識しており、社

会におけるすべての人権を尊重し、事業活動を行うよう努めています。

1.人権に関する基本的な考え方

三菱ＵＦＪリースは、「世界人権宣言」、「国際人権規約（自由権規約、社会権規約）」、「ビジネスと人権に関する指導原則（ラ

ギーフレームワーク）」、「労働における基本的原則および権利に関するILO宣言」など、人権、労働、環境、腐敗防止等に関する国

際的規範の考え方を尊重、支持しています。これらの人権に関する基本的な考え方の下、すべてのステークホルダーの人権尊重に努

めます。

2.強制労働・児童労働の禁止

奴隷労働や人身売買を含めたすべての強制労働や児童労働を禁止しています。また、「子どもの権利とビジネスの原則」を支持する

とともに、事業における子どもの権利侵害を回避することや、子どもの権利実現に向けた社会貢献活動の実践に取り組みます。

3.人権に関する具体的方針と取り組み

人権尊重という基本精神に立ち、人種、国籍、信条、宗教、障がい、性別、性的指向、性自認などによる差別や人権侵害を行わない

ことを明確にし、社員についてもその遵守を徹底しています。社員一人ひとりが人権に対する意識を高め、お互いの人格や個性を尊

重し、意欲と誇りを持って活躍できる環境づくりを行っています。

4.人権に関する教育啓発

社内の各組織内に人権啓発推進委員を配置し、年2回の研修を通じて、社員一人ひとりが人権問題に対する正しい理解と認識を深める

ことに努めています。また、社外では、「MUFG人権啓発連絡会」に定期的に参加し、MUFGグループ各社の人権啓発担当者と人権問

題についての勉強会や意見交換会を行い、社内での啓発活動に活かすとともに人権意識の向上に努めています。

人権

非正規社員比率

従業員1人あたりの研修時間 当社在籍者のうち、役員を嘱託を除いたもの（出向者は含む）

2018年度

平均勤続年数

新卒採用

上記3件のうち、内部通報・相談窓口への申し立て件数は、P6「コンプライアンス・ホットラインおよびセクハラ・マタハラ等ホッ

トラインへの通報・相談件数内訳」の「ハラスメント」の一部として集計しています。

役員登用（執行役員を含む）

管理職登用

平均残業時間

社会

＜人材育成への取組み＞

社員の知識・技能の向上を図るため、若手から管理職まで各階層別の研修制度、キャリアアップを支援するコース転換制度、希望す

る業務にチャレンジできる社内公募制度などさまざまな制度を設置しています。また、当社の海外現地法人で活躍する現地採用社員

向けに、当社グループの企業文化や事業理解の促進、異文化コミュニケーションの活性化などを目的とする研修を実施しています。

マネジメント

2019年6月25日時点

人材

実績

方針
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人材 実績

＜社員向け研修＞

【階層別研修】

・１年目向け研修（対象：１年目 50名程度）

   ＭＵＬの従業員として必要とされる基本的な知識・態度・心構えを習得する導入研修に始まり、夏季には３週間に亘りリース

 会計・税務や商品知識、与信判断等のスキルを学習します。冬季には１週間審査研修を行い、営業としての基礎知識を身に

 着けます。

・若手キャリア研修（対象：４年目 40名程度）

 360°サーベイにより「上司や周囲からの期待」を確認し、仕事に対して高いモチベーションを持続させるマインドを醸成し、主体

 的なやる気を引き起こします。

・リーダーシップ研修（対象：４年目～９年目 15名程度）

 中堅社員としての組織への関わり方（リーダーシップの発揮）を学びます。原理原則だけではなく、自職場の現状および課題を分

析し、

 解決へのアクションプランを作成する実践的な内容です。

・マネジメント基礎研修（対象：10年目～12年目 50名程度）

 マネジメントを体系的に整理・確認し、マネージャーの「あるべき姿」や実践してきた後輩指導の考え方を振り返り、マネジメン

 トの原理原則を学ぶ内容です。

・次世代リーダー育成プログラム（対象：１０年目～１２年目 ５名程度）

 次世代を担うリーダー人材の育成を目的とし、OJTと Off-JTを有機的に連携させ、PDCAサイクルを回しながら主体的に自部店で

 の部店運営や後輩育成等に取り組むプログラムです。将来、管理職としての職務を果たせる人材の育成を目標としています。

【その他公募型研修】

・MULビジネススクール（MBS）（20名程度）

 環境変化に対応できるビジネスリーダーに必要となる戦略的思考、問題解決スキル等の習得を目的に、「経営戦略」「マーケティ

 ング」「ファイナンス」等の企業経営に係る分野を体系的に学習します。

・ビジネス英語基礎力確立プログラム(初級・中級・上級)（40名程度）

 レベル別（初級・中級・上級）の階級に分け、約5ヶ月に亘る集中的な学習（オンライン映像講座、ネイティブ講師とのオンライ

 ンレッスン、スマートフォン対応の単語学習アプリ等）と3回の集合研修、定期的なWEBミーティングの実施を通し、リーディン

 グやスピーキング力を高めるプログラムを用意しています。

・日工販研修（10名程度）

 「基礎講座」「ＳＥ講座」の2つの講座を通して、工作機械等の設備機械販売に係る知識を習得します。

（一般職向け研修）

・カフェテリア研修（対象：４年目～ 80名程度）

 外部の公開講座を自ら選択して受講し、ビジネススキル、マネジメントスキル、財務、法務等の知識を習得する内容です。

＜ワークライフバランス促進に向けた取り組み＞

1.ワークライフシナジー勤務（選択制時差出勤）制度

制度利用希望者を対象に、30分もしくは1時間単位で所定勤務時間を”前倒し”もしくは”後倒し”でスライドできる制度を実施しています

（1日・1週間・1ヶ月単位で利用可能）。

2．時間単位休暇制度

普通休暇付与分の内、年間5日分を限度に時間単位休暇として取得できる制度を2018年10月に導入しており、所定勤務時間の始業時刻・

終業時刻に合わせて、または中途に1時間単位で取得可能となっています。

3．在宅勤務制度

在宅勤務制度を2018年10月に導入しており、育児・介護および業務面での必要性に合わせて柔軟な働き方が可能となっています。

4.その他の施策

週に1日ずつノー残業デーと19時までの退社日の設定や、全社的な有給休暇取得目標を掲げることで、ワークライフバランスを促進してい

ます。
＜労働基準法違反＞

労働基準法違反（行政処分）は0件です。

＜障害者の雇用＞

社会的立場の弱い方々の就労機会の確保は重要な課題であるとの認識の下、2017年10月に障がい者が安心して働くことのできる職場

環境を整備する目的で、新規に採用した障がい者を集合配置して、社内から受託した事務作業などに従事するグループを新設しまし

た。

2018年度は同グループで新規に４名の障がい者を雇用し、2019年3月31日時点の当社障がい者法定雇用率は2.05％でした。

参照（当社ホームページ）

＜専門人材の育成＞

各々の分野・領域において社外に通用する卓越したスキル・専門性を有する社員を登用する制度を設け、特定分野や領域における専

門人材の育成、強化を行っています。

https://www.lf.mufg.jp/corporate/csr/humanresource.html
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マネジメント

女性活躍推進

産前産後休業 39人 育児休業 128人 短時間勤務 123人

ボランティア休暇

https://www.lf.mufg.jp/corporate/csr/actionplan.html

介護の事情に応じ勤務地の変更・選択が可能

ダイバーシティ

参照（当社ホームページ）

参照（厚生労働省WEBサイト）

＜行動計画＞

当社では、社員が仕事と子育てを両立させることができ、社員一人ひとりが働きやすい職場環境を作ることによって、全社員がその

能力を十分発揮できるようにするため、次世代育成支援対策推進法に基づく行動計画を策定しています。

仕事と介護の両立を支援するため、各種制度を設けています。

会社が認める社会福祉活動や環境保護活動などに参加する場合、5日以内のボランティア休暇を受けることができます。

＜留学生への社宅提供＞

公益社団法人経済同友会の提唱により設立された「留学生支援企業協力推進協会」が実施する「社員寮への留学生受け入れプログラ

ム」に賛同し、2015年より社員寮を提供しています。

介護

次世代育成支援

＜職場体験プログラム＞

2008年より公益社団法人ジュニア・アチーブメント日本と共同で、都立高校生の職場体験プログラム「ジョブシャドウ」を開催して

います。

＜外部評価＞

「次世代育成支援対策推進法」に基づく認定基準を満たし、「子育てサポート企業」として厚生労働大臣認定の次世代特例認定マー

ク「プラチナくるみんマーク」を2017年12月に取得しています。

＜取り組み方針＞

国籍、年齢、性別等、個々の属性や多様な価値観を活かし、多様な人材の活躍を推進することが、経営戦略上、企業競争力の強化に

繋がる重要なテーマであると考えています。その中で、女性の活躍推進については、「仕事と家庭を両立できる支援制度の拡充」と

「一人ひとりが能力を最大限に発揮し活躍できる職場環境づくり」を両輪とした、各種施策を実施してまいりました。今後もこれら

施策を継続的に実施し、実力ある女性を計画的に育成、登用することで、女性管理職比率を2020年には、2015年より5％引き上げた

10％以上とすることを目指します。

＜行動計画・取り組み状況＞

2016年4月1日施行の「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（女性活躍推進法）」に基づき、2016年4月1日から2021

年3月31日までの5年間を行動計画期間とする一般事業主行動計画を策定しています。

また、女性活躍推進に関する方針や取り組み状況を社内外に公表することで、取り組みの促進と意欲ある人材の確保につなげていき

ます。

＜主な支援制度＞

・産前特別休業

・産前産後休業

・育児休業

・短時間勤務

・所定外労働の制限

・出産休暇

・育児時間

・育児保育費用補助制度

・遅出早退制度

・看護休暇

・情報提供ツール（iPad）

・復職者キャリア面談制度

・勤務地選択制度

年5日まで

介護休業とは別で通算3年・分割取得が可能

https://www.lf.mufg.jp/corporate/csr/actionplan.html

介護休業

介護休暇

短時間勤務

勤務地選択制度

https://positive-ryouritsu.mhlw.go.jp/positivedb/detail?id=1013

＜社内体制＞

「ダイバーシティ推進室」を設置し、「次世代育成支援対策推進法」に基づく行動計画や「女性活躍推進に係る取り組み方針」を定

め、人材の多様性を活かした組織作りを推進しています。

次世代育成支援

女性活躍推進

参照（当社ホームページ）

参照（当社ホームページ）

https://www.lf.mufg.jp/corporate/csr/actionplan.html

主な制度の利用状況（2018年度）

社会貢献活動

＜インターンシップ＞

大学生・大学院生を対象に、業界・仕事の理解を深めるために実施しています。ケーススタディなどを通じて、当社の業務内容のほ

か、グループ連携や独自の強みなどについて紹介しています。

通算1年・3回まで分割取得が可能
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その他評価

投資家・アナリストとの対話活発化を目的として、個別ミーティングのほか、機関投資家およびアナ

リスト向けスモールミーティングを開催しています。

米国・欧州・アジア各国の主要投資家を年1回以上訪問し、個別ミーティングの実施やIRカンファレ

ンスに参加しています。

＜熊本地震への支援①＞

義援金の寄贈

寄贈先：日本赤十字社、特定非営利活動法人ジャパン・プラットフォーム

＜情報開示＞

当社は、株主・投資家の皆さまへの適時適切な会社情報の開示が健全な証券市場の根幹であることを十分に認識し、迅速、正確かつ

公平な会社情報の開示を適切に行えるよう「情報開示取扱規程」「フェア・ディスクロージャー・ルールに関する方針」を制定して

います。また、以下の「IRポリシー」のもと、公正でタイムリーな情報開示と双方向のコミュニケーションに努め、株主・投資家の

皆さまから信頼と適正な評価を得られるよう積極的なIR活動に取り組んでいます。

1.IR活動の目的と基本姿勢

2.情報開示の基準

3.情報開示の方法

4.将来見通しについて

5.未公開の重要情報について

6.沈黙期間

＜株主還元＞

持続的な成長により企業価値を高め、株主・投資家のみなさまへ継続的かつ安定的な配当による株主還元を行っています。2019年3

月期の配当金は、1株当たり23.5円（前期比5.5円の増配）とし、20期連続の増配となりました。
IR

※別のページのリンクは、サイト構造等にともなって予告なくリンク先が無くなる可能性があります。あらかじめご了承ください。

SRI評価

証券会社が主催する各種カンファレンスへの参加や個別ミーティングを積極的に行っています。

社会的責任投資（SRI）の世界的代表指数の「FTSE4Good Index Series」の構成銘柄に2006年より

連続で採用されています。加えて、グローバルインデックスプロバイダーであるFTSE Russellが開発

した、環境、社会、ガバナンス（ESG）の対応に優れた日本企業のパフォーマンスを反映する指数で

ある「FTSE Blossom Japan Index」の構成銘柄にも選定されています。

本決算および中間決算時に決算説明会を開催し、代表取締役が決算概要や経営戦略・経営計画の概

要、進捗などについて説明をしています。

災害復興支援

＜東日本大震災への支援①＞

リース満了PCの寄贈

2011年度より公益社団法人リース事業協会を通じて、被災地の教育機関などにリース契約終了後のPCを寄贈しています。

https://www.lf.mufg.jp/corporate/csr/valuation.html

モルガン・スタンレー・キャピタル・インターナショナル（MSCI）が開発した SRIインデックス

で、特にESGに優れた企業を選定する「MSCIジャパンESGセレクト・リーダーズ指数」および

「MSCI日本株女性活躍指数」の構成銘柄に選定されました。また、世界的代表指数の「MSCI ESG

Leaders Index Series※」に、当指数の算出年である2007年より連続で採用されています。

※旧 MSCI Global Sustainability Index Series

＜東日本大震災への支援②＞

TOMODACHIイニシアチブへの参画

2012年より三菱UFJフィナンシャル・グループ各社ともに、米国政府と公益財団法人米日カウンシル・ジャパンが主導する

「TOMODACHI イニシアチブ」に参画しています。「TOMODACHI・MUFG国際交流プログラム」では、被災地と米国の生徒・教職

員の文化交流を図っています。

253台

https://www.lf.mufg.jp/investors/policy/index.html

総寄贈台数（累計）

参照（当社ホームページ）

アナリスト・機関投資家向け

海外機関投資家向け

個人投資家向け

参照（当社ホームページ）

FTSE Russell

MSCI

日本政策投資銀行

参照（当社ホームページ）

社会貢献活動

第三者評価

株主・投資家

向け活動

その他

＜コミュニケーション＞

各種カンファレンスへの参加や、決算説明会などを開催しています。

名古屋証券取引所が主催する中部エリア最大のIRイベント「名証IRエキスポ」に出展しています。

https://www.lf.mufg.jp/corporate/csr/ircommunication.html

日本政策投資銀行（DBJ）が防災と事業継続に向けた取り組みに優れた会社を選定する「DBJ BCM格

付」について、2013年より連続で最高ランクの格付けを取得しています。
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三菱UFJリース　経年データ

単位 2016年度 2017年度 2018年度

男性 15 11 9

女性 0 0 0

人 5 5 4

独立社外取締役 人 1 1 2

回 11 11 10

人 7 7 6

人 4 4 3

人 1 1 1

回 10 10 10

件 7 2 12

件 2 3 4

件 2 2 0

件 2 0 5

件 0 0 0

単位 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度

1m2あたり

（kWh）
79.5 80.4 76.1 75.9 77.6 78.9 81.2

1人あたり

（枚）
1,133 1,078 1,023 1,018 941 862 775

1人あたり

（枚）
9,420 9,414 9,308 9,235 8,899 8,211 7,918

1m2あたり

（kgCO2）
38.22 42.74 40.52 38.96 38.97 38.73 38.43

1台あたり

（kgCO2）
2,083.55 1,911.26 1,741.17 1,599.19 1,522.96 1,442.48 1,413.90

km/リットル 13.2 14.1 15.1 16.3 16.7 16.3 16.3

％ 85.9 87.5 87.3 88.0 87.2 76.5 75.2

tCO2 354.58 333.33 281.77 245.86 232.78 213.60 191.9

tCO2 1,082.27 1,192.58 1,085.99 1,018.06 1,018.35 1,054.30 1,058.50

単位 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度

kWh 2,252,228 2,244,429 2,039,473 1,984,461 2,027,430 2,148,919 2,235,953

枚 2,100,443 1,963,346 1,846,232 1,831,412 1,683,696 1,606,613 1,488,036

枚 17,455,704 17,140,147 16,785,940 16,601,835 15,916,401 15,314,815 15,188,098

単位 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度

台 160 167 157 158 153 150 132

低排出ガス車 台 95 86 60 42 37 35 31

ハイブリッド車 台 62 78 94 113 114 113 101

電気自動車 台 3 3 3 3 2 2 0

単位 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度

百万円 78 84 79 88 78 76 69

百万円 225 219 339 375 382 381 399

百万円 7 5 9 14 12 13 15

環境保全に伴う

経済効果
百万円 34 42 61 56 32 52 60

単位 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度

男性 780 772 763 781

女性 509 520 526 536

男性 38.3 38.5 38.4 38.6

女性 33.4 33.8 34.2 34.7

男性 13.7 14.1 14.2 14.0

女性 9.4 9.9 10.1 11.0

人 105 97 110 97

％ 2.00 1.93 2.16 2.05

人 58 58 54 50

男性 44 44 43 42

女性 0 0 0 0

男性 302 223 219 213

女性 10 14 19 28

時間/月 14.2 23.6 22.7 15.04

％ 57.5 63 66.2 37.1

％ ― ― 7.5 6.9

時間/年 ― ― 14.8 12.9

％ ― ― 3.50 3.59

人 44 45 55 39

人 90 121 126 128

人 81 89 110 123

管理活動コスト

環境保全コスト

総エネルギー投入量

（電気使用量の集計）

コピー用紙使用量

紙使用量

グリーン調達比率

営業車両のCO2排出量

（スコープ1：直接的温室効果ガス排出量）

電気使用でのCO2排出量

（スコープ2：間接的温室効果ガス排出量）

電気使用でのCO2排出量

ガソリン使用でのCO2排出量

営業車両の燃費

総エネルギー投入量

（電気使用量の集計）

人

フルタイム従業員離職率

産前産後休業

管理職登用

紙使用量

中古部品売却額

（MULエコビジネス）

事業エリア内コスト

上・下流コスト

総数

（内訳）

分類

人

人

育児休業

短時間勤務

平均残業時間

有給取得率

非正規社員比率

従業員1人あたりの研修時間

人

社外取締役

取締役会開催回数

人

人

従業員数

平均年齢

平均勤続年数

役員登用

（執行役員を含む）

臨時雇用者数

障がい者雇用率

新卒採用

原単位

総量

コピー用紙使用量

監査役

社外監査役

独立社外監査役

監査会開催回数

取締役・

取締役会

取締役

コーポレート
ガバナンス

環境データ

人材

ダイバーシティ

内部通報件数コンプライアンス

監査役・

監査役会

人事データ

主な制度の利用

状況

環境データ

低公害車の

導入実績

ハラスメント

マネジメント

コミュニケーション

コンプライアンス

その他


	ESGデータ集（2018年度）.pdf
	経年データ

